




グローバルサプライチェーン強化支援事業
（令和8年度採択分）

支援企業 申請書類一式







【様式一覧】
	様式番号
	名称

	様式第1号
	申請書

	様式第2号
	企業概要書

	様式第3号
	海外事業活動実績書

	様式第4号
	新たな事業展開に向けたビジョン・構想書

	様式第5号
	誓約書・同意書




様式第1号
申請日：令和　　年　　月　　日

グローバルサプライチェーン
強化支援事業運営事務局　殿

	申請者所在地
	

	法人名
／個人事業者名
	

	代表者役職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	法人番号
	

	担当者（部署／氏名／電話／メール）
	



グローバルサプライチェーン強化支援事業（令和8年度採択分）
申請書

下記のとおり申請します。
記
添付書類チェック
　☐ 様式第2号（企業概要書）
　☐ 様式第3号（海外事業活動実績書）
　☐ 様式第4号（ビジョン・構想書）
　☐ 様式第5号（誓約書・同意書）
　☐ 直近3期の決算書
　☐ 海外事業活動の実績を示す書類（任意）
　☐ 会社案内・主要製品カタログ（任意）
　☐ 補足資料（任意）

様式第2号
企業概要書

	設立年月日
	

	資本金（万円）
	

	従業員数（正社員／パート／合計）
	

	業種（日本標準産業分類・細分類）
	

	事業所一覧（国内）
	

	主要取引先（国内）
	

	表彰・認証実績
	

	東京都、東京都中小企業振興公社、国、地方自治体等の事業の利用状況（5年以内）
	

	特許・実用新案保有の有無／公開番号又は登録番号
	




様式第3号
海外事業活動実績書
※ 本様式は「海外で事業活動を行う都内中小企業」要件の立証資料として使用します。3-1か3-2のうちいずれか1項目以上に実績記載が必要です。
3-1. 海外拠点
	拠点名
	国・地域
	設立年
	形態・出資比率
	従業員数
	主要機能

	


	
	
	
	
	

	


	
	
	
	
	

	


	
	
	
	
	


※形態・出資比率：現地法人（出資比率）若しくは支店・駐在等を記載

3-2. 海外販売実績
	販売先企業
	販売先国
	取引開始年
	年間売上
	海外売上比率(%)

	


	
	
	
	

	


	
	
	
	

	


	
	
	
	



3-3. 海外調達実績
	調達品
	調達国
	取引開始年
	年間調達額
	調達比率(%)

	


	
	
	
	

	


	
	
	
	

	


	
	
	
	



3-4. 海外事業の今後3年の見通し
※今後の新規進出計画や売上・生産目標、拠点設立・再編計画等を記載
※作成に当たっては、別紙を提出する形でも構いません。
	




様式第4号
新たな事業展開に向けたビジョン・構想書
※作成に当たっては、別紙を提出する形でも構いません。
※こちらの申請書を用いてプレゼンテーションを行う想定で作成をお願いします。
4-1.現状の全社戦略・事業計画概要
記入ポイント：経営理念、５年後の目指す姿、事業ドメイン、財務計画（売上・利益計画・資金計画）、投資計画等、御社で策定されている全社戦略・事業計画の概要を記載
	





4-2.現在の製品・サービスと新規性・競合優位性
記入ポイント：機能、技術、仕組み等における新しい点、競合と比較して優れている点を記載
	



4-3. 現在の製品・サービスのサプライチェーンの概要
記入ポイント：現在の製品・サービスの特徴と主要な調達先、製造拠点、販売先、物流経路、依存度、代替可能性について現状を記載
	



4-4. 地政学リスクの認識と自社への影響
記入ポイント：米中対立・関税政策・ウクライナ情勢・中東情勢等のうち自社事業に影響する具体的リスク／サプライチェーン上の脆弱性／リスク顕在化時の損失試算
	



4-5. 新たな事業展開の構想
記入ポイント：取組の具体内容（国・規模・投資額）／3～5年後の目指す姿（定量及び定性的な目標）／投資回収期間／アクションプラン／実現可能性
	



4-6. 自社で不足している経営資源と支援ニーズ
記入ポイント：自社単独で実行困難な理由／ハンズオン支援で特に求める専門知見（市場／技術／財務／法務／M&A等）
	





様式第5号
誓約書・同意書

グローバルサプライチェーン
強化支援事業運営事務局　殿

　グローバルサプライチェーン強化支援事業（令和8年度採択分）への応募にあたり、下記事項を誓約・同意します。

1. 申請書類及び添付書類の記載内容はすべて事実であり、虚偽の記載をしていないこと。
2. 東京都内に本拠があり中小企業基本法に定める中小企業者に該当すること。
3. 東京都競争入札参加有資格者指名停止等措置要綱に基づく指名停止期間中の者でないこと。
4. 東京都契約関係暴力団等対策措置要綱第5条第1項の規定による排除措置期間中の者でないこと。
5. 本事業で行われる支援内容及び成果について、事業成果の取りまとめ及び東京都による公表（事業者名の公表を含む）に協力すること。
6. 本事業で知り得た情報について、秘密保持を遵守すること。
7. 支援期間中、プロジェクトマネージャーとの月1回以上の打合せに参画すること。
8. 審査結果及び選定結果に関して、異議を申し立てないこと。
9. 本支援事業への申請は代表者の承諾を得たものであること。


令和　　年　　月　　日

	法人名／個人事業者名
	

	所在地
	

	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　



